
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建設費 400 億円・市庁舎建替えに市民は納得していません 

 12 月 8 日、市民の主催による「市庁舎建設を考える住民集会」
が中央区の県民交流会館パレアで行われました。市議会からは、3
会派と個人・7 人の参加がありました。市執行部からの参加はあり
ませんでした。日本共産党市議団からは、庁舎問題特別委員会に所
属する上野みえこ議員が参加し、意見を述べました。 
  【市民の声】 
●熊本市中心部に住んでいます。4０年しか経っていないのに、建替
えが必要なのか？人口が減っている中で、建替えというのは孫子の
代に借金を残すことになるのではないか。建替え先にありきでやっ
てしまうと、後で問題になるのではないか？ 

●賛成でも反対でもないが、建替えるというのであれば、納得のいく
説明が欲しい。⓵熊本市は交通網含め、効率の悪い街。そういうと
ころに高さ制限まで外して高層ビルを建てるのはいかがか。歩いて
行けるまちづくりをすすめてほしい。⓶ロンドン市庁舎は驚くほど
小さい。現在の市役所の省スペース化をしないで、広いところに建
替えるのは納得いかない。⓷震度 6 強で現庁舎が無傷だったことは
考慮されているのか？⓸白川公園に移転する案があるが、その案で
は中心部の緑地が少なくなることにならないか。 

●庁舎建設については、賛成・反対、意見が分かれている。400～600
億円が市の財政で出せるのか、慎重に審議すべき。現状では納得で
きない。専門家の意見も分かれているのに、建替えありきは言語道
断である。 

 
 
 

「市庁舎建設を考える市民集会」で、疑問や懸念の声が次々に出されました 
●民間ではオフィスを持たないという考え方に変わってきている。市
役所のあり方も考えるべき。ＩＣＴも発達してきているので、ハコ
モノを建てる時代ではない。考える良いチャンス。 

●建て替えの話があるが、その前にリノベーションして耐震強度を高
める方法もある。この点は十分検討されたのか？ 

●建替えは決まっているのか？桜町に 600 億円も使い、桜町の先も見
えない中でこのまま進んでいいのか？庁舎建替えは必要なのか？ 

●熊本地震があっても建っている。庁舎にどういう問題があって建替
えることになっているのか、説明してほしい。市民の理解ができて
いるのか、疑問。 

●庁舎建替えは大変なこと、ワークショップなども必要ではないか？ 
●市の説明は建替えありきで、庁舎建替えには納得できない。 
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＜建築士の立場からの意見＞ 

・耐震補強しないで壊すのはおかしい。熊本県庁も

耐震補強している。 

・市議会の齋藤幸雄参考人は、日本で一番大きい設

計会社の構造部門を統括してきた人で、日本で一

番超高層を建ててきた人である。斎藤参考人が指

摘した連壁や地下杭の存在を考慮すべき。 

 参加者からさまざまな意見や疑問が出されるとともに、建築士の立
場からの意見も述べられました。意見を聞き、多くの市民が疑問でい
っぱい、納得していないということがわかりました。 
市も、建替えありきでなく、市民の疑問に真摯に応えていくべきです。 



 
 
 
 
 
 
 
 現在年間 52 億円の税収があり
ます。税率を「0.2％」から「0.3％」
へと、1.5 倍の引上げが検討されて
おり、26 億円の増税となります。 
税収の 3 分の 2 が個人のため、

個人の負担増が大きいとともに、
法人の税収では、納税義務者の圧 
 
 熊本市は、市民一人当たりの市
税収入が政令市で最低です。 
 今回の増税は、少子高齢化の影
響で今後さらに生産年齢人口が減
少し、税収確保が厳しくなってい
くことを理由にしていますが、改
めるべきは「ムダづかい」です。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
倒的多数が資本金 1000 万円以下
の事業者で、その税収も大きいた
め中小企業への大増税となります。 
 1 戸建て住宅で年間約 8000 円、
新築マンションで年間 5000 円程
度の負担増となる見通しです。 
 
 
 桜町再開発・熊本城ホールに450
億円も使い、市民が納得していな
い市庁舎建替えに 400 億円も使う
ような不要不急のムダづかいこそ
改めるべきです。限られた財源で
暮らしや福祉を優先、市民の願い
に応える市政が求められます。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

消費税増税に追い打ち、「都市計画税」増税26億円負担増 

 市議会・総務委員会で、2021 年度以降に実施で検討がすすめら
れている「都市計画税」の税率引き上げについて報告されました。 

税負担が 1.5 倍に、中小企業への負担が大きい増税 

少ない税収を増税で確保でなく、ムダづかいの是正こそ必要 
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大型ハコモノ推進の一方で、市民には「増税」押し付け 
「都市計画税」とは？ 
 街路事業や公園整備、下水道、市街
地再開発・土地区画整理事業などの都
市を形づくる建物・インフラ整備に使
われる、使途の定まった目的税です。 
個人・法人それぞれに課税されます。 
（税収額）個人 34 億 2,900 万円 
     法人 17 億 9,000 万円 
     年間 52 億 1,900 万円  

＜課税対象＞ 個人 192,224 人 
       法人 9,785事業所 
＜納税企業の内訳＞ 
（資本金） 課税額 納税義務者数 

1000 万以下 6.32億 5,614 人 
5000 万以下 3.51億 1,603 人 
1 億円以下 1.78億   464人 
3 億円以下 3900 万   132人 
3 億円超 3.9 億   535人 
資本金不明 2 億  1,437人 
（合計） 17.9憶  9,785人 
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「
国
民
健
康
保
険
料
を
払
え
な
い
」
と
市
民
の
方
か
ら
多

く
の
相
談
が
寄
せ
ら
れ
ま
す
。自
営
業
の
方
や
低
年
金
の
高

齢
者
の
方
か
ら
の
相
談
も
多
い
の
で
す
が
、
子
育
て
世
帯
の

方
か
ら
の
相
談
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。 

 

熊
本
市
の
国
保
料
が
政
令
市
20
市
の
中
で
最
も
高
く
な

っ
て
い
る
原
因
の
一
つ
に
、
子
ど
も
の
均
等
割
り
（
収
入
に

関
係
な
く
一
人
あ
た
り
に
か
か
る
保
険
料
）
が
４
万
４
７
０

０
円
と
高
額
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
３
人

子
ど
も
が
い
ら
っ
し
ゃ
れ
ば
、
13
万
円
保
険
料
が
ア
ッ
プ

し
ま
す
。
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
の
協
会
け
ん
ぽ
や
公
務
員
の
共
済

な
ど
、他
の
医
療
保
険
に
は
こ
う
し
た
仕
組
み
は
あ
り
ま
せ

ん
。 熊

本
市
の
国
保
滞
納
率
が
約
３
割
と
全
国
平
均
の
２
倍

と
な
っ
て
い
る
な
か
、
時
代
錯
誤
と
も
い
え
る
人
頭
割
り
の

よ
う
な
制
度
は
廃
止
す
べ
き
で
す
。 

今
年
、
熊
本
県
芦
北
町
で
は
、
子
ど
も
に
か
か
る
国
保
料

の
均
等
割
り
を
全
額
免
除
す
る
制
度
を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
ま

し
た
。熊
本
市
で
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
予
算
は
年
間
５

億
円
で
、
決
し
て
難
し
い
こ
と
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

「
収
入
の
な
い
子
ど
も
に
ま
で
保
険
料
を
払
わ
せ
る

な
！
」
今
取
り
組
ん
で
い
る
、
国
保
引
き
下
げ
の
署
名
と
合

わ
せ
、
運
動
を
広
げ
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。 

 
 

 


